
伊勢市宿泊税の導入に向けた方向性について

1 伊勢市宿泊税検討委員会からの答申内容

伊勢市附属機関条例により設置した伊勢市宿泊税検討委員会へ「宿泊税の導入

について」を諮問した結果、資料１－２のとおり答申が市へ提出された。

２ 今後の方向性

伊勢市宿泊税検討委員会で示された答申内容を尊重し、「宿泊税を導入する」

ことを基本的な方針とする。

なお、今後は、答申で示された「めざすべき方向性」や「宿泊税の使途」、「主な

税制概要」を基本として、パブリックコメントや宿泊事業者に対して説明会等を

実施し、詳細な制度を構築していく。

３ 今後の予定

３月下旬～： パブリックコメント実施（１か月間）

４月中 ： 宿泊事業者等への説明会の開催

４月下旬 ： 産業建設委員会、総務政策委員協議会へパブリックコメント等

の報告と税制度(案）等の協議

産業建設委員会 資料１－１

令和７年３月１４日

担当：産業観光部観光振興課

総務部課税課

総務政策委員協議会 資料１－１

令和７年３月１８日

担当：産業観光部観光振興課

総務部課税課







総務政策委員協議会　資料２
令和７年３月18日

担当：総務部課税課

改　　正　　事　　項 説　　　　　　　　　明

【令和７年４月１日施行】

【令和７年４月１日施行】

　 　  地方税法の一部改正に伴う伊勢市市税条例及び伊勢市都市計画税
　　　 条例の一部改正（案）について

軽自動車税種別割の車両区
分の見直し

■総排気量が125㏄以下で最高出力を4.0kw以下に制御したバイク（新
　基準原付バイク）の軽自動車税種別割の税率を年額2,000円とする規
　定を追加。

固定資産税の軽減措置の手
続き要件の緩和

■長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションの固定資産税の
　軽減措置の手続き要件を緩和するもの。

　個々の区分所有者から必要書類の提出がない場合であっても、マン
　ション管理組合の管理者等から書類の提出があった場合には、軽減
　措置を受けることができる規定を追加。
　※地方税法により適用期限を2年延長

※この他に地方税法の一部改正に伴い、伊勢市市税条例及び伊勢市都市計画税条例の所要の規定
の整備を行う見込みです。


